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研究要旨 

宮城県内の被災地域である岩沼市および非被災地域である加美町の小学 1年生から

5年生を対象に、食事摂取頻度調査票を用いた肥満・過体重の予防･改善方法を検討し

た。対象者を自治体毎にランダムに学校単位で介入群と対照群の 2群に区分し、クラ

スター無作為化比較試験を実施した（介入群：404 人、対照群：463 人）。介入群には、

①食事摂取頻度調査票の結果と小児肥満に関するリーフレットの配布、②希望者に対

する個別の栄養指導と 4週間の食事内容および体重のモニタリングを実施した。食事

摂取頻度調査票の結果を用いた介入の効果は、介入群、対照群を肥満の有無で区分し、

反復測定 ANCOVA を用いて 4 群で介入前後の体重を比較した。個別の栄養指導による

介入の効果は、参加者を 4 週間の食事内容および体重の記録を全て提出した完遂者 8

人と一部または全て提出しなかった非完遂者 12 人で 2 群に区分し、栄養指導前後の

体重変化を反復測定 ANCOVA で比較した。結果、食事摂取頻度調査票の結果を用いた介

入では、介入前後の変化量は各群間で有意な差は認められなかったが、介入肥満群の

変化量は 4群の中で一番小さかった。個別の栄養指導による介入では、介入前後の体

重の変化量は両群の間で有意な差は認められなかったが、非完遂群の体重は 0.8 kg 増

加したのに対し、完遂群は 0.3 kg 減少した。食事摂取頻度調査票の結果を用いた介入

は肥満予防・改善に有効な介入方法の一つであり、個別の栄養指導を組み合わせるこ

とで費用対効果に優れた介入方法となりうる。 
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Ａ．研究目的 

 東日本大震災後、被災地の小児において肥満・過体

重の有病割合が高いことが明らかとなった（文献1-4）。

地震・津波の被害のために運動の機会が減少したこと

やストレスなどの心理的要因による過食が影響した

と考えられる。肥満はエネルギーの摂取と消費のアン

バランスに起因するため、運動と食事の習慣が重要で

ある。しかしながら、小児における運動介入のみでの

体重減量効果は認められていない（文献5）。 

 そこで本研究では、宮城県内の被災地域である岩沼

市および非被災地域である加美町の小学1年生から5

年生を対象に、食事摂取頻度調査票を用いた肥満・過

体重の予防･改善方法を検討した。 

  

Ｂ．研究方法 

【対象者】 

 対象者は宮城県岩沼市および加美町の小学校に在

籍する1年生から5年生の全児童、3,129人である。対

象者を自治体毎にランダムに学校単位（岩沼市：全4

校、加美町：全9校）で介入群：1401人（岩沼市：811
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人、加美町：590人）と対照群：1728人（岩沼市：13

81人、加美町：347人）の2群に区分し、クラスター無

作為化試験を実施した。対象者には2017年8月に学校

を通じて研究の説明文章（保護者用；資料2・3、児童

用；資料4）、代諾同意書（資料5）、自記式質問票（身

長、体重、震災の影響や住環境の変化など）を配布し、

研究への参加を依頼した。この内、介入群：404人（岩

沼市：275人、加美町：129人）と対照群：463人（岩

沼市：366人、加美町：97人）から代諾同意書および

質問票を回収した（回収率：介入群28.9％、対照群2

6.9％）。解析対象者は、初回調査時の体重と身長の

質問項目および食事摂取頻度調査に対して有効回答

が得られた介入群：403人（岩沼市：274人、加美町：

129人）と初回調査時の体重と身長の質問項目に対し

て有効回答が得られた対照群：371人（岩沼市：297人、

加美町：74人）である。なお、加美町については一部

データ固定が完了していないため、介入効果について

はデータ固定が完了している岩沼市の参加者のうち

介入効果評価時の体重と身長の質問項目に対して有

効回答が得られた介入群：156人、対照群：88人のみ

で検討した。 

 

【介入方法】 

介入群には、①食事摂取頻度調査票の結果（資料7）

と小児肥満に関するリーフレットの配布（資料8）、

②希望者に対する個別の栄養指導（1回）と4週間の食

事内容および体重のモニタリングを実施した。 

食事摂取頻度調査票は簡易型自記式食事歴法質問

票(Brief-type self-administered diet history qu

estionnaire for 10-years old; BDHQ10y)を用い、

説明文章、代諾同意書、自記式質問票と同時に配布し

た。回答結果は、2017年12月に「小児肥満と健康」に

ついてのリーフレットおよび個別の栄養指導の申込

書（資料9）と共に開示した。その3週間後、介入効果

を検証するため介入群および対象群に身長と体重の

回答を依頼した（資料10）。 

2018年1月～2月に管理栄養士が30分/人実施する保

護者と児童を対象とした個別の栄養指導は24人（6.0

 %）より参加希望が得られた。その後3人がキャンセ

ルし、1人が参加者の都合により指導時間が5分のみで

あった。30分の栄養指導が実施できた20人（男子9人、

女子11人）には、BDHQ10yの結果を説明し、食につい

ての悩み等に基づいた食習慣を改善する動機づけを

行った。指導にはワークシートを用い（資料11）、相

談の上2つの行動目標（2つのきまり）を設定した。さ

らに各個人の行動目標に加え、「ウェイトファースト」

（夕食前に、毎日体重を測定）、「ベジファースト」

（食事の際は野菜を始めに食べる）、「ノーがぶのみ」

（ジュース等のがぶ飲みをやめる）を促した。また、

毎日の体重と行動目標の達成の有無を記録する「かく

にんシート」（資料12）を配布し、1週間毎に提出を

依頼した。管理栄養士は提出された「かくにんシート」

の内容を元にコメントをフィードバックし、計4週間

の体重と食行動のモニタリングを実施した。 

 

【解析方法】 

1. BDHQ10yを用いた介入 

介入群、対照群を肥満（肥満度20 ％以上）の有無

で区分し、反復測定ANCOVAを用いて対照非肥満群、介

入非肥満群、対照肥満群、介入肥満群の4群で介入前

後の体重を比較した。補正項目は性別、学年、通学す

る小学校（4校）、ベースラインの体重である。 

 

2. 個別の栄養指導 

栄養指導を希望した参加者を、「かくにんシート」

を4週間分全て提出した完遂者8人と一部または全て

提出しなかった非完遂者12人で2群に区分し、栄養指

導前後の体重変化を反復測定ANCOVAで比較した。補正

項目は年齢とベースラインの体重である。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究は、東北大学大学院医学系研究科の倫理審査

委員会の承認を得て実施した。また、保護者宛に書面

にて研究についての説明を行い、代諾者（保護者）か

ら同意文書に署名を得たうえで実施した。 

 

Ｃ．研究結果 

1. BDHQ10yを用いた介入 

1.1.研究参加者の体格と肥満の割合 

 解析対象者774人（介入群403人、対照群371人）の

体格（平均値）を表1に示す。肥満度を計算した結果

（文献6）、肥満度が20％以上である肥満児の割合は

12.7％（介入群；12.4％、対照群；12.9％）であっ

た（表2）。 
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 なお、被災地域である岩沼市と非被災地域である

加美町の肥満児の割合（岩沼市:11.2 ％；加美町: 

16.7％）に有意な差が認められた（p=0.041、カイ二

乗検定）。 

 

1.2. BDHQ10y回答内容より算出された食事摂取状況 

介入群における食品群別摂取状況および各栄養素

の摂取状況は図１に示す。いずれも男女差は観察さ

れなかった。全回答者のたんぱく質摂取量は、「ち

ょうどよい」であった。約 60 ％の回答者の脂質摂

取量は、「少し多い」または「多い」であった。炭

水化物摂取量は、「ちょうどよい」が回答者の 70

 ％以上を占めていた。ビタミン類摂取量では、ビタ

ミン C およびビタミン B2 は「ちょうどよい」が回

答者の 70 ％以上を占めていが、ビタミン A は半分

近くの回答者が、ビタミン B1 は90 ％以上の回答者

が「足りない」又は「少し足りない」であった。ミ

ネラル類摂取量は、ナトリウム（食塩）では「少し

多い」と「多い」を合わせると回答者の 90 ％以上

を占めていた。一方、他のミネラル類（カルシウ

ム・鉄・亜鉛）では、「足りない」と「少し足りな

い」の割合が高かった。特に鉄については、「足り

ない」と「少し足りない」を合わせると回答者の 80

 ％以上を占めていた。 

学年別では（図2-図12）、 たんぱく質摂取量はい

ずれの学年においても回答者全員「ちょうどよい」

であった。5年生の脂質摂取量の「足りない」は、約

30 ％を占めていた。1年生の炭水化物摂取量は、

「少し多い」の占める割合が高かった。ビタミン類

摂取量では、いずれの学年においてもビタミン C お

よびビタミンB2 は「ちょうどよい」が60 %以上を占

めていたが、ビタミン A およびビタミン B1 は「足

りない」、「少し足りない」の割合が高かった。特

に１年生のビタミン B1 は、「足りない」が 90 ％

以上を占めていた。ミネラル類摂取量は、2 年生と 

5 年生のナトリウム（食塩）では「多い」が 70 %-8

0 ％であった。鉄・亜鉛では、「足りない」の割合

は学年が上がるごとに高くなっていた。2 年生と 4 

年生のカルシウムでは、「足りない」が約40 ％であ

った。 

 

1.3. BDHQ10yの結果開示による介入効果の検証 

介入前後の体重は、肥満群は有意な差が認められ

なかったが（介入群：前37.2 kg、後38.2 kg、p=0.0

89；対照群:前38.1 kg、後39.7 kg、p=0.122）、非

肥満群で有意な増加が観察された（介入群：前27.1 

kg、後28.2 kg、p<0.001、対照群：前27.3 kg、後2

8.4 kg、p<0.001）（表3）。一方、介入前後の変化

量を各群で比較すると対照非肥満群と介入非肥満群

（対照群：1.05 kg、介入群：1.10 kg、p=0.715）、

対照肥満群と介入肥満群（介入群：0.99 kg、対照

群：1.59 kg、p=0.372）の間に有意な差は認められ

なかったが、介入肥満群の変化量は4群の中で一番小

さかった(表3）。 

介入前後の体重は、介入肥満群は有意な差がみら

れなかったが（p=0.171）、介入非肥満群、対照肥満

群、対照非肥満群で有意な増加が観察された（p<0.0

01、p=0.030、p<0.001）（表3）。一方、介入前後の

変化量を各群で比較すると対照非肥満群と介入非肥

満群（p=0.862）、対照肥満群と介入肥満群（p=0.99

0）の間に有意な差はみられなかったが、介入肥満群

の変化量は4群の中で一番小さかった（表3）。 

 

2. 個別の栄養指導 

相談内容は、肥満が14人、野菜嫌いが3人、健康維

持2人、食が細い１人であった。各自それぞれ行動目

標を本人により決定したが、その内容は「野菜を食べ

る」に関する内容が6件/40件（20人×行動目標2件/人）

中、「食べる量」に関する内容は2件/40件中、「おや

つ」に関する内容は8件/40件中、「ジュースを飲む」

に関する内容は3件/40件中、「食べる速さ」に関する

内容は7件/40件中、「運動」に関する内容は7件/40件

中、その他の内容は7件/40件中であった。 

完遂者、非完遂者において、BDHQ10yの結果開示に

よる介入前後の体重は両群共に有意差は認められな

かった（完遂者:p=0.127、非完遂者:p=0.990）。一

方、各群における指導前後の体重には有意な差はみ

られなかった（完遂者p=0.936、非完遂者p=0.18

5）。また、個別の栄養指導前後の体重の変化量は両

群の間で有意な差は認められなかった（p=0.228）。

しかしながら、非完遂群の体重は0.8 kg増加（前：3

9.2 kg、後：40.0 kg、p=0.056）したのに対し、完

遂群は0.3 kg減少した（前：35.4 kg、後：35.1 k

g、p=0.395）。 
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Ｄ．考察 

 本研究の結果より、BDHQ10yの結果開示による栄養

指導によって肥満児の体重増加を抑制する効果が示唆

された。また、個別の栄養指導を追加することでより

大きな効果が得られる可能性が示された。 

本研究参加者においては、肥満度が＋20％以上（や

やふとりすぎ・ふとりすぎ）の児童が、岩沼市571名

中64名（11.2％）、加美町203名中34名（16.7％）みら

れ、加美町の方が割合は高かった。「平成29年度宮城

県児童生徒の健康課題統計調査結果報告書」（文献7）

の結果と比較すると、本研究の加美町の肥満傾向児の

割合は若干低かったが、同様の結果であった（文献

7）。また宮城県の肥満傾向及び肥満児の出現率は全国

値を上回っており(e.g.4年生男児：宮城県12.05 %、

全国9.52 %; 女児：宮城県9.25 %、全国7.70 %) （文

献8）、特に震災時に乳児であった小学低学年女児では

平成28年度から平成29年にかけて全国順位を上げてい

る（1年生女児、H28年10位→H29年2位；2年生女児H28

年24位→H29年5位；文献9）。1年生男児は、平成28年

に引き続き平成29年も全国順位2位である。この傾向

は東日本大震災の他の被災地域でも岩手、福島と同様

である。先行研究より東日本大震災後に肥満者が増加

したことが示されており（文献1-4）、直接の被害が大

きかった自治体は一部であるものの、その影響は全県

レベルのデータに表れるほど大きいことが示唆され

る。 

  BDHQ10yの結果からは、回答者の約60％の脂質摂取

量が「少し多い」または「多い」であったこと、ナト

リウム（食塩）摂取量が「少し多い」と「多い」を合

わせると90％以上を占めていることが明らかとなっ

た。平成28年度国民健康・栄養調査の結果（文献10）

によれば、7歳から14歳の平均食塩摂取量は目標量

（8-9歳男児：5.5 g未満、女児：6.0 g未満）を超え

る8.7gであったが、平均脂質摂取量は63.9 gであり目

安量（8-9歳エネルギー比：25％）を下回ると推測さ

れる。宮城県の県民栄養・健康調査によれば、震災前

の平成22年の調査結果に比較し平成28年の調査結果で

は、7歳から14歳の平均食塩摂取量は減少したが（9.7 

g→8.6 g）、平均脂質摂取量は増加した（59.8 

g→62.1 g）。Zhang らは、震災後の住居環境の変化に

より、野菜、肉、大豆製品、及び乳製品等の摂取が減

り、野菜ジュースの摂取が増えたこと、勤務の変化に

より野菜の摂取が減ったことを報告している（文献

11）。事実、国民健康栄養調査においても、平成22年

の東北ブロックの野菜摂取量(野菜ジュース含)は全国

平均を上回っていたが（全国：268.1 g、東北:302.7 

g）、震災後の平成23年は平均を下回っていた（全国：

268.1 g、東北：260.5 g)。また、油脂の摂取量につ

いては、平成22年は全国平均を下回っていたが（全

国：10.1 g、東北：8.4 g）、平成23年は全国平均と同

等であり（全国・東北：10.1 g）（文献12、13）、平成

28年も震災前の平成22年の値より高い値であった

（9.2 g）（文献10）。これらの報告より、震災後の生

活環境の変化により、食事摂取状況が変化したことが

考えられ、この食形態が習慣化し現在の食事にも影響

を与えている可能性が推測される 

BDHQ10yの結果開示による介入によって、介入肥満

群の体重増加が4群中最も小さかった。非肥満群では

成長に伴う体重増加が観察され、負の影響（体重減少）

は観察されなかった。小児肥満改善においては、対象

者が発育期であるため体重を減らすことより身長の

伸びにより肥満度を減らすことに趣がおかれている

（文献14）。また、介入には保護者を巻き込むことが

大切であることが示唆されている（文献5）。以上よ

り、BDHQ10yの実施とその結果開示による栄養指導は、

成長期にある児童にとって保護者を巻き込んだ効果

的な肥満改善手法であると考える。 

先行研究において、小学校単位での肥満介入はいず

れの手法も複数の専門家と多額の費用が必要であり

(文献5)、ポピュレーションアプローチとして現実的

でないことが指摘されている。一方、本研究で実施し

たBDHQ10y用いた方法では、介入するために施設及び

多くの専門家を必要としないため、どこでも安価で実

施することが可能である。また、肥満指導する際には

アセスメントが必要であり、質問票の結果から改善点

を保護者及び児童が理解することが必要であると言わ

れているが（文献6）、BDHQ10y用いた介入を通しこれ

を実施することは可能である。この２つの利点より、

この方法は簡易に実施することができ、肥満児出現率

低減に広く貢献することが期待できる介入方法と考え

る。 

また、肥満改善には個別な対応が必要であることが

示唆されている（文献6）。したがって、小児の肥満予
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防・改善には従来の個別の栄養指導によるハイリスク

アプローチを中心とした介入だけでなく、BDHQ10yを

用いたポピュレーションアプローチを組み合わせるこ

とで一層の効果が期待される。実際にBDHQ10yの結果

開示と個別の栄養指導を受けた者は、介入前後におけ

る平均体重が減少していた。 

 

 

Ｅ．結論 

 BDHQ10yの結果開示によるポピュレーションアプロ

ーチは、肥満予防・改善に有効な介入方法の一つであ

り、個別の栄養指導であるハイリスクアプローチを組

み合わせることで費用対効果に優れた介入方法となり

うる。 

 

Ｆ．健康危険情報 

特になし 

 

Ｇ．研究発表 

１． 論文発表 

特になし 

 

２．学会発表 

特になし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

１． 特許取得 

特になし 

 

２． 実用新案登録 

特になし 

 

３． その他 

特になし 
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表１ 研究参加者の体格 

 

男児    

  介入群  対照群 

学年 人数 身長(cm) 体重(kg) 肥満度 
 

人数 身長(cm) 体重(kg) 肥満度 
 

1 年 32 118.6 22.9 6.3  46 119.6 23.1 4.5 

2 年 37 124.3 25 2.5  36 126.7 25.9 1.4 

3 年 39 132.4 30.5 6.3  34 131.2 29.8 7.1 

4 年 47 135.0 31.6 4.4  37 136.8 34.3 8.7 

5 年 30 142.7 37.3 5.3  40 141.8 38.5 9.9 

合計 185 130.7 29.5 4.9  193 130.9 30.1 6.3 

 

女児    

  介入群  対照群 

学年 人数 
身長 

体重(kg) 肥満度 
 

人数 
身長 

体重(kg) 肥満度 
(cm)  (cm) 

1 年 52 119.6 22.2 1.5  47 120 22.5 1.9 

2 年 33 124.1 25.2 5.2  27 123.5 23.4 -0.5 

3 年 41 130.4 28.3 4.7  39 129.9 28.0 4.1 

4 年 51 136.7 32.8 5  36 135.8 32.7 6.6 

5 年 41 143.9 36.5 -1.6  29 145.6 38.1 -1.2 

合計 218 130.9 29.0 3.0  178 130.1 28.5 2.4 
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表２ 肥満児の割合＊ 

男児 

 介入群 対照群 

 非肥満児 肥満児  非肥満児 肥満児  

 

やせ  

すぎ やせ ふつう 

ふとり 

ぎみ 

やや 

ふとり

すぎ 

ふとり 

すぎ 

合

計 

やせ 

すぎ やせ ふつう 

ふとり 

ぎみ 

やや 

ふとり

すぎ 

ふとり 

すぎ 

合

計 

1 年 0 0 29 0 1 2 32 0 0 38 3 2 3 46 

2 年 0 0 31 1 1 4 37 1 0 30 2 2 1 36 

3 年 0 1 29 1 3 4 38 0 2 25 1 4 2 34 

4 年 2 1 34 5 1 5 48 0 1 24 2 5 5 37 

5 年 0 0 24 3 1 2 30 0 0 28 5 2 5 40 

全体 2 2 147 10 7 17 185 1 3 145 13 15 16 193 

 

女児 

 

介入群 対照群 

非肥満児 肥満児 

合

計 

非肥満児 肥満児 

合

計 

やせ 

すぎ やせ ふつう 

ふとり 

ぎみ 

やや 

ふとり

すぎ 

ふとり 

すぎ 

やせ 

すぎ やせ ふつう 

ふとり 

ぎみ 

やや 

ふとり

すぎ 

ふとり 

すぎ 

1 年 4 2 39 1 2 4 52 0 3 39 2 2 1 47 

2 年 0 3 25 1 1 3 33 0 1 25 1 0 0 27 

3 年 1 2 32 2 3 3 43 0 3 28 3 4 1 39 

4 年 1 0 39 2 4 3 49 0 0 28 2 2 4 36 

5 年 3 5 27 3 0 3 41 3 2 20 1 2 1 29 

全体 9 12 162 9 10 16 218 3 9 140 9 10 7 178 

 

＊評価の基準 

肥満度＝〔実測体重（kg）－身長別標準体重（kg）〕/身長別標準体重（kg）×100（％） 

区  分 呼  称 

＋30％以上 

＋20％以上＋30％未満 

＋15％以上＋20％未満 

－15％超＋15％未満 

－20％超－15％以下 

－20％以下 

ふとりすぎ 

ややふとりすぎ

ふとりぎみ 

ふつう

やせ 

やせすぎ 
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表３.  食事調査の結果の開示による介入の体重改善効果 

    体重（介入前） 体重（介入後）   変化量(kg)    (%)    

 n 平均 S.D. 平均 S.D. p * 平均 S.D. p *,†  p *,† 

対照非肥満 79 27.3 5.7 28.4 6.0 <0.001 1.05 1.25 
0.715 

3.93% 
0.987 

介入非肥満 143 27.1 6.2 28.2 6.5 <0.001 1.10 1.62 4.21% 

対照肥満 9 38.1 13.0 39.7 13.4 0.122 1.59 1.60 
0.372 

4.27% 
0.432 

介入肥満 13 37.2 8.8 38.2 8.7 0.089 0.99 1.55 2.82% 

*性別、学年、学校（4小学校）、ベースラインの体重で補正 †p 値 対コントロール（非肥満、肥満） 

 

表４.  栄養教室による介入の体重改善効果 

    体重（9 月） （12 月）   （介入前） （介入後）   （差*,**） 
 n 平均 S.D. 平均 S.D. p * 平均 S.D. 平均 S.D. p * 平均 S.D. 

非完遂群 12 37.6 13.7 39.2 14.8 0.555 39.2 14.8 40.0 14.4 0.056 0.8 1.4 

完遂群 8 33.3 9.5 34.5 9.6 0.283 35.4 11.0 35.1 10.7 0.395 -0.3 0.6 

*年齢、ベースラインの体重で補正  **介入前後差；p=0.292 
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図 1. 栄養素摂取量の結果(全 6小学校） 

 

 

図 2. たんぱく質の摂取量 (全 6 小学校；学年別） 
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図 3. 脂質の充足状況 (食事調査回答のあった小学校全６校；学年別） 

 

図 4. 炭水化物の充足状況 (食事調査回答のあった小学校全６校；学年別） 
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図 5.  ビタミン Aの充足状況 (食事調査回答のあった小学校全６校；学年別） 

 

 

図 6.  ビタミン B1 の充足状況 (食事調査回答のあった小学校全６校；学年別） 
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図 7.  ビタミン B2 の充足状況 (食事調査回答のあった小学校全６校；学年別） 

 

 

図 8.  ビタミン Cの充足状況 (食事調査回答のあった小学校全６校；学年別） 
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図 9.  カルシウムの充足状況 (食事調査回答のあった小学校全６校；学年別） 

 

 

図 10.  鉄の充足状況 (食事調査回答のあった小学校全６校；学年別） 
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図 11.  亜鉛の充足状況 (食事調査回答のあった小学校全６校；学年別） 

 

 

図 12.  ナトリウム（食塩）の充足状況 (食事調査回答のあった小学校全６校；学年別） 
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